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第一部【企業情報】
 

第１【企業の概況】
 

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第53期

第１四半期
連結累計期間

第54期
第１四半期
連結累計期間

第53期

会計期間
自 2020年11月１日
至 2021年１月31日

自 2021年11月１日
至 2022年１月31日

自 2020年11月１日
至 2021年10月31日

売上高 (千円) 5,526,545 5,708,811 25,276,963

経常利益 (千円) 859,040 993,278 4,338,115

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 589,645 684,307 2,998,897

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 609,573 682,176 3,050,374

純資産額 (千円) 23,375,621 25,981,687 25,815,610

総資産額 (千円) 28,200,532 30,470,937 31,580,465

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 108.47 125.98 551.80

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 82.9 85.3 81.7
 

 

(注) １. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 
２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】
 

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

（１）業績の概要

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症に対するワクチン接種が進み、景

気回復に進むものと期待されたものの、国内でのオミクロン株の流行や半導体不足による材料調達難が続くなど、

依然として先行き不透明な状況が続いております。

当社グループが属する医療業界におきましては、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受ける中、医療機関の

役割分担・連携体制の構築において課題が浮き彫りとなりました。そのような中、2022年には診療報酬改定も控え

ており、政策としてもオンライン診療・服薬指導等を推進するなど、ＩＣＴの活用を通じた効率的・効果的な医療

提供体制、診療の在り方が検討されております。

基幹システムとなる医療情報システムは、中小規模病院での普及率は徐々に増加しているものの、依然として未

導入の施設も多い状態であり、一方で既に医療情報システムを導入している医療機関等でのリプレイス市場も見込

まれ、引き続き医療情報システム市場における有力ベンダー数社間の競争は激しさを増しております。

このような事業環境の下、当社グループは電子カルテシステムをはじめとする医療情報システムの開発・販売・

導入・保守を中心に事業展開し、顧客満足度の向上に努めてまいります。

2022年６月には東京支社の稼働を予定しており、将来的に関東圏を中心とした営業・保守体制の強化を図ってま

いります。

当第１四半期連結累計期間におきましては、感染症対策の徹底やリモートでの導入作業等を進めたこともあり、

新型コロナウイルス感染症の業績への影響は軽微であります。

この結果、売上高は5,708百万円（前年同期比3.3％増）、利益面におきましては営業利益984百万円（同15.3％

増）、経常利益993百万円（同15.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益684百万円（同16.1％増）となりま

した。なお、セグメントの業績につきましては、当社グループは医療情報システム事業の単一セグメントであるた

め、記載を省略しております。

 

（２）財政状態の分析

(資産)

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して1,109百万円減少し、30,470百万円となり

ました。主な要因は、現金及び預金1,587百万円の減少、受取手形及び売掛金457百万円の減少、棚卸資産189百万円

の増加、建設仮勘定1,000百万円の増加及び投資その他の資産に含まれる繰延税金資産151百万円の減少によるもの

であります。

(負債)

当第１四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末と比較して1,275百万円減少し、4,489百万円となりま

した。主な要因は、支払手形及び買掛金561百万円の減少、未払法人税等932百万円の減少、流動負債「その他」に

含まれる預り金84百万円の減少、未払金445百万円の増加及び未払消費税等65百万円の減少によるものであります。

(純資産)

当第１四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末と比較して166百万円増加し、25,981百万円となりま

した。主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益684百万円の計上及び第53期利益剰余金の配当516百万円の

支払によるものであります。

 

（３）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「第一部 企業情報 第２ 事業の状況 ３ 経営者による財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況の分析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載につい

て、重要な変更はありません。
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（４）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

（６）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は、137百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】
 

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 21,952,000

計 21,952,000
 

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年１月31日)

提出日現在発行数(株)
(2022年３月11日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 5,488,000 5,488,000
東京証券取引所

JASDAQ
(スタンダード)

単元株式数
100株

計 5,488,000 5,488,000 － －
 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年11月１日～
2022年１月31日

－ 5,488,000 － 847,400 － 1,010,800
 

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日(2021年10月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

    2022年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 55,300 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 5,426,700 54,267 －

単元未満株式 普通株式 6,000 － －

発行済株式総数 5,488,000 － －

総株主の議決権 － 54,267 －
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式70株が含まれております。
 

②【自己株式等】

  2022年１月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社 ソフトウェア・
サービス

大阪市淀川区西宮原
二丁目６番１号

55,300 － 55,300 1.01

計 － 55,300 － 55,300 1.01
 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間末までにおいて、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】
 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間(2021年11月１日から2022

年１月31日まで)及び当第１四半期連結累計期間(2021年11月１日から2022年１月31日まで)に係る四半期連結財務諸表

について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年10月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年１月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,216,186 5,628,799

  受取手形及び売掛金 4,195,482 3,737,763

  商品 1,027,514 1,113,556

  仕掛品 404,671 508,094

  その他 311,073 301,265

  貸倒引当金 △4,139 △3,697

  流動資産合計 13,150,790 11,285,782

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,450,710 2,414,551

   機械及び装置（純額） 1,208 1,173

   工具、器具及び備品（純額） 175,316 165,637

   土地 11,616,534 11,616,534

   建設仮勘定 3,133,100 4,133,100

   有形固定資産合計 17,376,870 18,330,997

  無形固定資産 23,175 20,824

  投資その他の資産 1,029,628 833,332

  固定資産合計 18,429,674 19,185,154

 資産合計 31,580,465 30,470,937

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,892,115 2,330,424

  未払法人税等 1,117,011 184,453

  その他 1,682,855 1,902,240

  流動負債合計 5,691,981 4,417,119

 固定負債   

  退職給付に係る負債 72,872 72,130

  固定負債合計 72,872 72,130

 負債合計 5,764,854 4,489,249
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年10月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年１月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 847,400 847,400

  資本剰余金 1,916,827 1,916,827

  利益剰余金 23,025,264 23,193,472

  自己株式 △74,736 △74,736

  株主資本合計 25,714,755 25,882,963

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 100,854 98,723

  その他の包括利益累計額合計 100,854 98,723

 純資産合計 25,815,610 25,981,687

負債純資産合計 31,580,465 30,470,937
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2020年11月１日
　至 2021年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年11月１日
　至 2022年１月31日)

売上高 5,526,545 5,708,811

売上原価 4,125,275 4,133,640

売上総利益 1,401,269 1,575,171

販売費及び一般管理費 546,944 590,256

営業利益 854,324 984,915

営業外収益   

 受取利息 87 55

 受取配当金 1,283 1,369

 受取事務手数料 2,372 2,372

 受取賃貸料 2,179 2,004

 その他 1,565 5,787

 営業外収益合計 7,488 11,589

営業外費用   

 譲渡制限付株式関連費用 2,684 3,225

 雑損失 88 0

 営業外費用合計 2,773 3,226

経常利益 859,040 993,278

特別損失   

 投資有価証券売却損 2,957 -

 特別損失合計 2,957 -

税金等調整前四半期純利益 856,083 993,278

法人税、住民税及び事業税 254,952 156,311

法人税等調整額 11,485 152,658

法人税等合計 266,437 308,970

四半期純利益 589,645 684,307

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益 589,645 684,307
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2020年11月１日
　至 2021年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年11月１日
　至 2022年１月31日)

四半期純利益 589,645 684,307

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 19,928 △2,130

 その他の包括利益合計 19,928 △2,130

四半期包括利益 609,573 682,176

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 609,573 682,176

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(会計方針の変更)

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高への

影響もありません。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経

過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報は記載し

ておりません。

 

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与

える影響はありません。

 

(追加情報)

(新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う会計上の見積りについて)

前連結会計年度の有価証券報告書の(追加情報)に記載した新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する仮定に

ついて重要な変更はありません。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2020年11月１日
至 2021年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年11月１日
至 2022年１月31日)

減価償却費 57,493千円 53,794千円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2020年11月１日 至 2021年１月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年１月22日

定時株主総会
普通株式 462,094 85 2020年10月31日 2021年１月25日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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当第１四半期連結累計期間(自 2021年11月１日 至 2022年１月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年１月21日

定時株主総会
普通株式 516,099 95 2021年10月31日 2022年１月24日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 2020年11月１日　至 2021年１月31日)

当社グループは、医療情報システム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当第１四半期連結累計期間(自 2021年11月１日　至 2022年１月31日)

当社グループは、医療情報システム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

当第１四半期連結累計期間（自　2021年11月１日　至　2022年１月31日）

（単位：千円）

 ソフトウェア ハードウェア 保守サービス その他 合計

一時点で移転される財又はサー
ビス

1,653,020 1,989,476 － 145,509 3,788,007

一定の期間にわたり移転される
財又はサービス

－ 175,440 1,745,364 － 1,920,804

顧客との契約から生じる収益 1,653,020 2,164,916 1,745,364 145,509 5,708,811

外部顧客への売上高 1,653,020 2,164,916 1,745,364 145,509 5,708,811
 

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 2020年11月１日
至 2021年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年11月１日
至 2022年１月31日)

１株当たり四半期純利益 108円47銭 125円98銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 589,645 684,307

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

589,645 684,307

普通株式の期中平均株式数(千株) 5,436 5,432
 

 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】
 

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ソフトウェア・サービス(E05376)

四半期報告書

14/17



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 
2022年３月10日

 

株式会社ソフトウェア・サービス

取 締 役 会 御 中
 

 

有限責任監査法人ト ー マ ツ

大阪事務所 
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 千﨑　育利  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中田　信之  

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ソフト

ウェア・サービスの2021年11月１日から2022年10月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2021年11月１

日から2022年１月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年11月１日から2022年１月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ソフトウェア・サービス及び連結子会社の2022年１月31

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公
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正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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